令和4年第420回信濃町議会定例会9月会議 会議録（4日目）

（令和4年9月7日　午前10時35分）
●議長（佐藤武雄）　休憩前に引き続き、会議を開きます。
　通告の7、伊藤博美議員。
1、暮らしと営業を守る町の取り組みと財源は
　議席番号4番、伊藤博美議員。　　
◆4番（伊藤博美）　議席番号4番、伊藤博美でございます。急激な物価高騰は、ロシアのウクライナ侵略の影響だけではありません。金融緩和による異常な円高などが招いた自公政権による失敗だというふうに思っております。とりわけ食品の、（「円安ね」の声あり）円安ね。はい。とりわけ食品価格の上昇が止まりません。報道によりますと、9月に2424品目、10月には9月を大きく上回る6532品目が、値上がりする予定だと報道されております。こうした中、岸田政権はコロナ禍における原油価格と、物価高騰等の総合緊急対策を、4月の26日に取りまとめました。そしてこれは5月の31日に成立しております。総額2兆7000億円ですが、今の状況を考えますと、全く不十分と言わなければなりません。今、何よりも求められるのは、コロナ対策と共に、この急激な物価高騰に対して、住民の皆さんの生活や暮らし、農業を初め、小規模事業者の営業を守るために、あらゆる財源の活用を視野に入れて、対策を行うことが求められていると思います。町長は今まで、地方創成臨時交付金を活用して、様々な対策を講じてきたわけですが、国が地方自治体に示した交付金は十分と考えておりますか。それとも、不十分とは言わないまでも、地方の実態をしっかり把握して、それに見合う交付額を提示すべきだと考えていますか。所見を伺います。
●議長（佐藤武雄）　横川町長。
■町長（横川正知）　伊藤議員さんのご質問に、お答えを申し上げさせていただきます。今、コロナ禍で依然として、まだ厳しい状況が続いているわけございますが、そんな中で、国がそれぞれ取り組んできている、そのコロナ対策と言いますか、地方分にとって十分か、いかがかということかと思います。何を持って十分か不十分かという判断は非常に難しいところがあろうかと思いますが、私は根幹的には、政府としても大変な努力を今、進めていただいているなあと直感的には思っております。これは先ほど言いましたように、そのことが十分かどうかということについては、今、コメントするような状況にはないなと思うんですが、それぞれの思いがございますし、私ども行政を担当する立場としても、地方6団体のいわゆる市長会なり、町村会なり、あるいは県レベルで言いますと、知事会なりが、その都度、国の方に要望としてあげさせていただいているというようなことでございます。それぞれまた財政の問題も含んでの対応になるわけでございますが、そんなことも含めて考えれば、これはあえて、あえて十分かというと、なかなか細部まで行き届いてないんじゃないかなと、言わざるを得ないということも、私は一つあるかなと思いますが、政府も精いっぱい努力をしていただいていると今思っております。
●議長（佐藤武雄）　伊藤議員。
◆4番（伊藤博美）　町長は、政府の方は、努力はしていると認識しているようでございます。今の状況を考えますと、あらゆる財源を活用して、知恵をお互いに絞りながら、この対策を講じることが求められていると思います。さて、財源についてですが、町の22年度の当初予算を見ますと、税収増を見込んで、微増のプラス0.3パーセントでありました。金額にして300万円余りですが、これと有効な活用が求められるのが、財源は地方創成臨時交付金だと思っております。担当課にお聞きしますが、交付金、これにはその交付限度額というものが、示されていると思います。その交付限度額ですが、これはどのようにして決まるのか、国が一方的に示して決まるのか、町が仮に実施計画を示した時に決まるのか。その限度額を決める根拠というものが、わかりません。また今まで、その町が作った実施計画というものを、国に提示して見送ったようなことがあるんでしたら、合わせてお答え願いたいと思います。
●議長（佐藤武雄）　松木総務課長。
■総務課長（松木和幸）　地方創成臨時交付の関係かと思います。これにつきましては、国の方から、交付金の額が示されて、その交付金を算定するにあたっては、もちろん人口等も加味されて、国の方から示される。それに対して町の方で計画を立ててあげるという形になろうかと思います。今まで見送ったものはございません。もっと具体的に申し上げれば、令和2年度から新型コロナウイルスの地方創成臨時交付金が始まりまして、令和4年度までの間、今までのこの9月会議の5号補正までの分をお認めいただきましたが、そこまでですと、85事業、総額で7億8249万2000円が事業化されてございます。そのうち、臨時交付金として措置された額は6億6869万4000円で、他に補助裏分がありますので、国県支出金が1億1221万4000円。その差引きしますと、町から財源として出したお金が、一般財源分として158万4000円充てられたということとなっているところでございます。以上です。
●議長（佐藤武雄）　伊藤議員。
◆4番（伊藤博美）　算出された額についてはわかりました。限度額を決定して国から示されということですけれども、その根拠となるものはどうなんでしょう。例えば人口であるとか、あるいはその高齢者世帯の割合だとか、一人親世帯だとか、そういうものを加味して決めるのか、基本になるものはどこにあるのかというのを、お聞きしたいと思います。

●議長（佐藤武雄）　松木総務課長。
■総務課長（松木和幸）　はい。基本となるものつきましては、人口またその市町村の財政力指数に応じて決定されるということとなっているところでございます。以上です。
●議長（佐藤武雄）　伊藤議員。
◆4番（伊藤博美）　人口とそれから財政力ということで、国の方から示されるということでございました。そこで新型コロナウイルス感染症対応地方創成臨時交付金、いわゆる臨時交付金ですけれども、このコロナの感染拡大の防止や、あるいは町の経済活性化と、そしてまた住民の生活支援を対象に2020年に創設されたというふうに認識しております。今まで町に交付された金額は、先ほどお聞きしましたとおり、7億8000万円、その内６億6869万円くらいだということでした。今まで町に交付された金額の中で、まだ使用されていない金額というものがありますか。
●議長（佐藤武雄）　松木総務課長。
■総務課長（松木和幸）　はい。先ほど申し上げたのは、令和2年度からの分でございますので、2年度3年度分については、すでに全部使っていると言いますか、事業は終わっておりますので、令和4年度分で若干140万円ほど、今のところ残としてあるということでございます。以上です。
●議長（佐藤武雄）　伊藤議員。
◆4番（伊藤博美）　4年分の140万円があるということで、これも今後の中で積極的な活用を期待したいというふうには思います。さて臨時交付金ですけれども、事業別にそれぞれ分類されていると思います。ひとつは住民の皆さんの様々な要望に答えてくれるということで、主要な財源に、地方単独事業分というものがあります。もう一つは、その臨時交付金の新しいものとして、緊急対策に基づいて物価高騰対応分というのが、新たに出てきました。そこで地方単独事業分について伺いますが、これは原則として、使い方に制限がないというふうに聞いております。自由に使って良いですよという財源でありますが、どんな活用を今までしてきたのか、主なものだけでも示していただければと思います。
●議長（佐藤武雄）　松木総務課長。
■総務課長（松木和幸）　はい。コロナウイスルの感染症対応として、この交付金が交付されますので、その対応分として行われてきたということでございます。大きなものとすると、地域振興商品券の発行等、また子育て世帯の生活支援等があります。また、公共施設、住民の皆さんが使われる、その感染症対策として、公共施設の部分での水洗化とか、そういうものも、もちろんその中に含まれるものでございます。あと、今まで冬季生活支援等も行ってきましたが、そういうものも単独分として、中に含まれてという形になります。以上です。
●議長（佐藤武雄）　伊藤議員。
◆4番（伊藤博美）　町の状況は今お伺いしました。全体的な、私ちょっと、中小の事業家の事業の継続への補助金という形やなんかでも、出ているのかなと思いましたし、それから端末やあるいは学校のGIGAスクール構想、これに基づいた支出もされているのかなと思ったんですが、本来ですと、その中小の事業の継続化の補助金として、今一番使われているのが多いのではと思って、予想しておりましたが、予想とはちょっと違ったものでもありました。さて、事業の継続にかかわる補助金交付の多い4分の1が、だいたい今まで、全国的には、こういう使われ方をしてきているということでありますが、新しく新設されました物価高騰対応分について、お伺いいたします。この創設のされた目的と活用な可能な事業というものがあると思うのですが、どんなものがありますか。
●議長（佐藤武雄）　松木総務課長。
■総務課長（松木和幸）　はい。これは令和4年7月25日にも、原油価格物価高騰総合緊急対策という形で、示されている部分もございます。物価高騰を受ける家庭、事業者の方へ対する支援、これに基づいて行うんだという形になっております。物価高騰に対応するため、国では１兆円の特別枠を設けて、地方創成臨時交付金について行うということでございます。低所得者向けの給付金の上乗せ、給食費の支援、電気料の高騰のための地場産業の支援等が載っているところでございます。あとそれ以外、そこまででよろしいでしょうかね。もし足りなければもう一度ご質問いただければと思います。
●議長（佐藤武雄）　伊藤議員。
◆4番（伊藤博美）　いくつかの物価対応の活用可能な事業として、国が示しております。生活支援者に関する事業、あるいはまた事業者の支援に関する事業ということで、それぞれ上がってきております。交付期間は、これ示されましたけれども、交付期間は９月の中頃、９月中ですか、に出されていると聞いております。計画としての最終締め切りは、冬頃と予定しているみたいですが、町として今の中で実施計画があるようでしたら、お示しいただきたいと思います。
●議長（佐藤武雄）　松木総務課長。
■総務課長（松木和幸）　国では１兆円分ということで、今までに0.8兆円分につきましては、一般会計第4号の補正予算で予算化をしてきております。物価高騰生活支援事業としますと、非課税世帯1世帯１万6000円の給付、そういうものに使わせていただいておりまして、まだ残り0.2兆円分につきましてはこれから国の方から、また交付されると思われます。またそれにつきましては、国については、まだ追加対策も検討されているようですので、0.2兆円とは別に来るのかなという、まだそれは現在示されておりませんので、それを見てまた今後対応してまいりたいと考えておるところです。以上です。
●議長（佐藤武雄）　伊藤議員。
◆4番（伊藤博美）　計画の最終締切りは、冬頃と予定されておりますので、信濃町の実情にあった計画をしっかりと取り組んでいただきたいなと思います。さて私は、一番のこの交付金の点は、自由に活用できることだと思っております。これまで、地方単独事業分と大きな違いはないだろうとも思っております。冒頭にも申しましたが、値上げをしている、値上げを予定している品目9000品目ですし、すでに値上がりされている品目を合わせますと、約2万にも及ぶんではないかというふうにも言われております。これ内閣府の資料ですが、地方公共団体が実施する生活に困窮される方々の生活支援、あるいは学校給食等の負担軽減などを、子育て世帯の支援あるいは農業や交通分野を始めとする中小小規模事業者への支援。こういった取り組みをしっかりと後押しすると言われております。昨年、町も実施いたしました福祉灯油など、原油高騰対策の制度、これも22年度も実施することなどが、この中で盛り込まれております。町としても、必要最大限の取り組みを行うことを強く求めたいと思いますが、いかがでしょうか。
●議長（佐藤武雄）　横川町長。
■町長（横川正知）　これから今、総務課長から話もありましたように、コンマ2兆円分の追加交付がどういうふうになってくるか、さらにそれにプラス上乗せになってくるのか、この辺も含めて、しっかりとまた対応していかなければいけないなと思っております。それぞれ今、大変な各分野、今伊藤議員さんも言われましたように、様々な分野で値上がりをしていると、国内で。さらに円安傾向が、今140円台に入りましたけれども、年末には145円になるのではないかという報道もなされております。もう一つは今、国の方でも、報道を見ますと、岸田政権の中で、非課税世帯に対する5万円の支給をするというような、情報も漏れている、漏れていると言いますか、伝わってきておりますので、それらを含めて、国、県そして私ども町が、どういうふうな役割分担の中でしっかりと支えるような政策ができるかということを、真剣に慎重に考えて行きたいと思います。
●議長（佐藤武雄）　伊藤議員。
◆4番（伊藤博美）　町長が申されました、今朝の新聞でも、それぞれまた上乗せして出すんだということが報道されておりました。しっかりとした対策を取っていただきたいなと思っております。次に給食費の関係についてお尋ねいたします。実はこれは平成30年だったと思うんですが、第415回の6月議会において、横川町長の町づくりについての項目で、一度お聞きしております。その時は保護者負担軽減の立場から、無償化助成に対する所見を伺いました。町長の答弁は、全国の町村議会等などで、無償化を実施しているという自治体があるということは承知しているということでした。ただ食という部分について言えば、これは保護者の皆さんが本来負担していただくのが筋ではないかと、いうことの答弁でもありました。町の財政等もあったと思うんですが、今お答えできないというのが最終の答弁だったんですね。これは議事録を見ましたので、そういうような答弁でした。そこで、仮に無償化にした場合ですけれども、どのくらいの費用が必要になるかということも、その時質問をいたしました。当時の教育次長で、今の総務課長の松木さんだと思うんですが答弁をいただきまして、およそ3000万円ぐらいというので、答弁をいただいたと思います。そこで教育委員会にお伺いしますが、小学生の低学年あるいは高学年、そしてまた中学生、それぞれ一人の給食費はどのくらいかかっているのか、そして児童生徒数がどのくらいで、年間の給食費というのはどのくらいなのか。当時は3000万円とお聞きしていましたが、児童生徒の人数も減少していると思いますので、どのくらいの給食費がかかっているのか、お伺いいたします。
●議長（佐藤武雄）　外谷場教育次長。
■教育次長（外谷場佳子）　はい。事務的なことですので、私からお答えをさせていただきたいと思います。令和4年度の概算ということでご理解をいただきたいんですが、まず小学校1年生から3年、1学年から3学年までは、単価270円でございます。今年度205日の給食を予定しておりますので、個人の年額といたしまして5万5350円になります。この3学年にわたっては118人おりますので、約650万円かかっていると。4年生から6年生、こちらについては、単価が285円、日数は同じ205日、個人の年額につきましては、5万8425円。人数につきましては、144名おりますので、約840万円余になります。7年生から9年生、中学生にあたる年代でございますが、単価につきましては315円。日数は同日で、個人の年額につきましては、6万4575円になりますので、人数が176名おりますので、1136万円ほどになります。合計といたしましては、実人数438名でございまして、2630万円余になる予定でございます。またこのほかに教職員と給食センターの職員もおりますので、そちらの方たちを含めると、おおむね3000万円ほどになる計算でございます。以上です。
●議長（佐藤武雄）　伊藤議員。
◆4番（伊藤博美）　当時から比べますと400万円余り減ったのかなと、おおざっぱな計算ですがなります。給食費一人当たりにしますと15円ぐらい、15円ですかね、値上げされたのかなと思います。当時255円とか270円、あるいは300円という答弁でしたので、それぞれのところで15円くらい上がったのかなと思います。さて、当時からしますとそれくらい上がったのかと思いますが、今食材の値上がりということが続いております。この22年度から、給食費の値上げを決める自治体が相次いでおりますが、文部科学省は臨時交付金を活用して保護者負担の軽減を求めるということで、4月の5日とそれから4月の28日の2回にわたって、それぞれ通知を出しております。教育委員会もおそらくご承知だと思います。とりわけその4月の28日の通知391号というのがあるんですが、これはコロナ禍による原油価格、それから物価高騰など総合緊急対策について、保護者の負担軽減に向けた自治体の取り組みを、強力に促しますということです。必要な支援を迅速に行うよう明記されておりまして、保護者負担の軽減に向けた取組を進めていいただくようお願いします、という要請でありました。町及び教育委員会ですけれども、この391号の通達はどのように受け止めているのか、お聞きしたいと思います。
●議長（佐藤武雄）　佐藤教育長。
■教育長（佐藤尚登）　お答えいたします。今議員ご指摘の初等中等教育局長通知ですが承知しております。これは給食費、物価高騰を受けて、給食費等の増額と言いますか、給食費を上げるような状況にならないようにせよというふうに理解しました。私どもの町では、現状給食費を値上げする事態までは至っていないという判断ですので、今の時点では特段のこのことに対しての対応はしておりません。
●議長（佐藤武雄）　伊藤議員。
◆4番（伊藤博美）　給食費の値上げは、今のところは考えていないということでございました。各自治体が、それぞれこういうふうな状況になってくる中で、値上げというものを、少しずつではありますが各自治体もやってきております。町の方で、値上げはされない、される、今のところはされることではないんだということでしたので、仮にこれから値上げされるかもしれません。これだけの食材が品目が値上がりしてきております。そうした中で、町の方で今のところは値上がりするあれはないんだというのは、どのくらい時期的には、どのくらいまで、これは持つのかなあというふうなことは考えておりますか。
●議長（佐藤武雄）　佐藤教育長。
■教育長（佐藤尚登）　ちょっと言葉足らずだったかもしれませんけれども、現状給食費を上げないで済んでいる理由として私どもが考えているのは、特に生鮮食料品などの町内生産者の方々が、大変理解してくださって、踏みとどまっていただいていると言いましょうか、そういうご協力があること、それから献立の工夫であるとか、それから調理現場の方々が、無駄を出さないような工夫をするとかという、そういう努力を重ねて、現状の価格を維持して、給食費を維持しております。ただ、どこまでこの状態が続けるかというのは、ちょっと先のことは見通しは難しいんですが、今年度いっぱいぐらいはなんとか踏みとどまれるのではないかというふうに考えているところであります。ちょっと今後のことがありますので、断定的なことは申し上げられませんけれども、そのようにご理解いただければと思います。
●議長（佐藤武雄）　伊藤議員。
◆4番（伊藤博美）　町内生産者の皆さんが、大変な協力をしていただいていると、地産地消に結びついているんだろうと思いますけれども、その皆さん方の好意だけに甘えるわけにはいかないんではないかと。生産者は生産者にしてみますと、やはり物を作り出す。ここにきて肥料ですとか飼料、あるいは農薬等が非常に値上がりしてきているということは、承知だと思います。そしてまた、これは一つの農家のことを、私どうしてそんなふうにできるのかなと思って聞いたことがあるんですが、物価が物がうんと高い時は、何でもとにかく売りたいという気持ちにはなると。ただ安い時には、わざわざ袋詰めする、あるいは箱に詰める、そして市場にまで持って行くと、経費があまりにも高すぎちゃって、とても出荷するどころではないんだと。もし使ってもらえるんでしたら、そういった方面に、町の子供たちの役に立つんであるならば、使ってほしいということで、少し多めには出しているんですよというようなことも聞いております。農家の皆さんのご努力と協力によって、これらのことが成り立っているんだなと思っております。さて、町内じゃなく県内の各自治体の給食費の状態がどうなっているかということも一応資料としては持っております。9月4日現在ですけれども、77市町村で、給食費を無料にしたという自治体は20の町と村、20町村がありました。ただこれも永久的に無料にするのではないのです。いろんな先ほど言いました創生費やあるいは物価高騰対策費を使って、多くは来年の3月いっぱい。今年度までの予定ですと。中にはそれ以降も続くようであるならば、また検討したいけれども、とりあえずは3月いっぱいまではなんとか無償にしたいということが、多くの自治体で見受けられます。それから１食の、1食当たりの補助を出すということで、これが七つの市町村でありました。１食ですから10円ですとか、あるいは12円、なかには9円70銭というぐらいな補助を予定しているということもあります。また食物の食品の値上げに対する補助ということで、八つの市町村が、その食品の値上げに対する補助ということで出しているということもありました。それから地方創生それから物価高騰のこの交付金を使っているという市町村、大方そうなんですが、これを主体としている所が三つの市と村があります。さらに地産地消ということで、そちらの方に力を入れているということで、二つの市と村がありました。各自治体がそれぞれの状況に応じて、なんとか給食費を抑えると言いますかね、保護者の負担軽減を図っていこうという努力がされているというふうに思います。国が通知を出したのもそのへんにあるのかなと思っております。私は給食費の無料化ということは、あえて声を大にしては申しませんけれども、保護者の負担軽減という観点から、この物価高騰対応分の事業分を利用するとか、何かの形でやっていただけたらなと思っております。ただ今先ほど、教育長の答弁がありました、今年度中はなんとか現状のまま維持したいなということもありましたので、それ以後については、また一つ考えていただきたいというふうには思っております。ぜひ万が一、突然的に食品がうんと値上がりして、給食費が維持できないというような場合には、ぜひ交付金を利用して、保護者の負担にかからないような方法ということも考えていただきたいと思いますがいかがでしょうか。
●議長（佐藤武雄）　佐藤教育長。
■教育長（佐藤尚登）　ご指摘の通り、もし先ほど申し上げたように、今年度中はなんとか現状維持できるのではないかと期待していますけれども、やむを得ずそういう事態に至ったら、交付金の利用は、当然視野に入れていかなければいけないと思っています。
●議長（佐藤武雄）　伊藤議員。
◆4番（伊藤博美）　ぜひ交付金の活用方法も一つ考えていただいて、保護者の皆さんの負担が、少しでも減って行くようにしていただきたいと思います。保護者にしますと、給食費だけではないですね。自宅で食べる物も、それぞれ何らかの形で手に入れるには、それなりきのお金がかかります。ですから給食費だけを見ていて、そちらの方の負担というふうにいかないので、その家計内を助けるという意味からも、給食費の補助を、負担を軽減する立場から、ぜひ一つ有効的に交付金を使っていただきたいなとに思います。ぜひ子供たちが、健全な成長を成し遂げられるように、今後とも努力を図っていただくことをお願いいたしまして、私の一般質問を終わりといたします。
●議長（佐藤武雄）　以上で伊藤博美議員の一般質問を終わります。この際申し上げます。昼食のため午後1時まで休憩といたします。

(終了　午前11時11分)
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